
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2025-09-10

我が国における食品流通システムに関する基本分析

(Citation)
神戸大学農業経済,24:127-152

(Issue Date)
1989-12

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(JaLCDOI)
https://doi.org/10.24546/00178195

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/00178195

斉藤, 昭



我が国における食品流通システムに関する基本分析

斉藤 昭

1. はじめに

2. 我が国の金品流通の構造特性

3. 流通構造のダイナミックな変化

4。 食品流通の効率性

5. 食品流通の商慣行

6. 食品流通の機能・役割と今後の方向

1. はじめに

我が国1信、2000万人の国民に日々食料を供給している食品関連産業〈農漁業、

食品製造業、食品流通業、外食産業等〉は、冨内総生産 (GDP)ベースで約40

兆円と我が富全体のGDPの13%をしめる一大産業となり、食生活の多様化、高

度化に当たって大きな役割を果たしている。このうち、農漁業・食品製造業等

の生産サイドと消費者ーサイドとの架け橋となっている食品流通業(食品卸売業、

小売業)は、食品関連産業全体のGDPの約3割を占めるに至っている。

一方、近年、国際化の進展のもとで、我が国流通機構を非関税障壁で£ると

する指識が各方面からなされているが、流通機構を検討するためには、流通産

業全体のGDPにおいても約3割を占め、流通全体の特性そのものを大きく規定

している食品流通の基本構造や特性を分析することが不可欠である c

このため本論では、流通の中でもとりわけ“食品関連産業の一翼を担わざる

を得ないことから生じる食品流通の特異性"に焦点をあて、欧米との比較を交

えてその分析を行なう。
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2. 我が冨の食品流通の構造特性

近年、世界経済の椙互依存関係が強まる中で、各国の食品流通構造にはかな

り共通した現象が生じているが、我が国独特の消聾構造や都市構造など多様な

要素の相互作用により、いわば“B本型食品流通システム"ともいえるような

特徴も存在している。

(1)食品流通業の地位

我が国食品関連産業は、農漁業を始め、食品製造業、外食産業及び食品流通

業により構成されているが、これらのGDPの時系列的な変動を部門別に克ると、

現在では、食品流通業が農漁業を抜き最大のシェアを持つにいたっている(表

。o これは、多様かっ高/Jt{ヒしつつある食生活を維持していくにあたって川下
に位置する流通部門の役割が高まっていることを示している。この食品流通業

は、機能面からみると食品小売業、食品卸売業に分類されるo こむうち泊費者

に直接商品を手渡す食品小売業辻、高広数が約67万活で全小売業の約4割、年

器販売額は約32兆円で全小売販売額の約3裂を占めている。一方、これらの食

品小売業及び、外食、学校給食等に食材を卸している食品卸売業〈加工、生鮮

卸売業〉は、商活数が約9万居、年間販売額が約88兆円でそれぞれ全卸売業の

約2裂をしめている。このように食品小売業、食品卸売業辻、いずれも流通産業

全捧の中で重要な地位を占めている〈表2)0

(2)食品小売業

我が国食品小売業は、以下に検討するように、 J吉舗の零細性、生業性、多数

性といった特性を有しており、これらの各要素は紹互に関連しながら我が国独

特の食品小売業の構造を作り上げているe

1)構造特性

⑦小規模零細性

我が国の食品小売活数は、全小売!苫数(約162万活)のうち約4割を占め、小

売業を構成する各業種のうち最大の業種となっている。これに対し米国の場合、
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小売業全体に占める金品小売業の割合は2部を切っている(我が国と英・仏とは

ほぼ間程度)。これを従業員数規模}jIJにみると、米国では小規模食品小売(従業

員1--2名)の構成比が3割を切っているのに対し、我が国の場合は6割強と高

く、その小規模零細牲が伺われる〈表3)0 (1，苫舗当たり売上高をみても米国の

2態5400万円に対し、我が国は4800万円)(1 $ = 249円 1982年)

また、食品小売業の約8割が個人経営であり、約6割が常時従業者を雇用して

いないことなどからみて、このような小規模零細小売庄のほとんどは家族労傍

を背景にして成立しており、極めて生業性が強いものと推察されるo

③専門広性(商品別流通ルートの存在)

各種の食品小売業種が当該業種品目にどれほど特fとしているかを示す f専業

化比率J(例えば、食肉小売庄であれば全販売額のうちの食肉販売が占める比率〉

をみると全殻的にその専業化比率は高く、時系列的にみても誌とんどの業種に

おいて比率の著しい変仕〈低下〉は見出せない。これは後に晃るように、我が

国食品流通が沼費構造の特徴に規定されているとともに、え較的強毘な縦の業

種別流通ルートが存在していることを伺わせるo

②多数性

国土条件や小売業或立の歴史的背景が異なるとはいえ、米国の場合、国土面

積(100knf)当たり約3居の食品小売庄が存在するのに対し、我が国において

は約160庄もの庄舗が存在している。人口(1万人)当たりでみると米国の 10

屈に対して我がI~Hま 50活以上存在しているc いずれiこせよ、これらの数値から

は我が国食品小売業の活鏡密度の高さが明らかとなる〈表4)0

2)食品小売業の構造特性の形成要因

1 )の⑦~②の特性の形成要菌としては、以下の⑦~⑦の理自を指摘しうる。

⑦我が冨消費者の購買属性

鮮度と献立の多様性を重視する我が国の泊費者の多くは、住居スペースの制

約から在庫保有コストが高いこともあり「多頻度少口購買Jという消費行動を

とるとともに、「品質・販売上の付|撞サーピスの重視」、「継続的取引関係の重視」

といった消費行動上の特徴を有している C こうした消費者の購買行動やそれを
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反映した活舗選択基準のおかげで比較的狭い地域に限定された窃留が成立し、同

一語圏内に拭異なった業種の専門小売が1セット(例えば、八百室、魚屋、肉屋、

米屋等の組み合わせ〉成立するといった我が国特有の食品小売活立地パターン

が形成されるに至っている。

@都市形成パターン

主要先進国の中では、人口規模との関採で我が冨の国土面積辻最も狭く、可

住地面讃は全国土の20%以下にすぎない。この可住地面積部分に、人白調密部

分が多数存在する結果、規模の経済性の追求等の観点から、陸上交通において

公共交通機関(特に鉄道)が発達してきたa この結果、駅前頭活信等の形で蕗

業と公共交通機関との関係が強まったのに対し、商業とモータザゼーションの

結合は相対的に微弱な関係で推移することになった。また、 1969年に施行され

た都市計匡法も自動車交通敏存度の強い郊外型商業の形成にとっては制約的条

件となったものとみるれるむ

⑤量販居の動向

我が国食品流通の小規模零縮性を検討する場合には、戦後の量販活の動向に

も留意する必要がある。

1つは従来から、我が冨量販庄が必ずしも低記fi格追求的ではなかったことで£

る。特iこ生鮮食料品については、取扱上のリスク等の関係から一般小売l吉に比

べ相対的に割高である状態が量販活形成s寺から現在に至るまで比較的長い間続

いている。 2つは、大活法などの各種法的規制が存在したことであるo 特に大詰

法については、大規模屈の出屈を菌難にし、中小企業の存続にとって有利に欝

くことになった信、小型で機動力のあるcvs等の拡大iこ結果的に貢献すること
になった。(なお、大居法のような規制は諸外留にも存在するが、例えばフラン

スのロワイエ法などは商業従事者に対する社会保障条項を持っており中小志の

高齢経営者が商業から不安なく退出できるシステムとなっている。)

(3)金品卸売業の構造特性

食品小売及び外食産業に食材を卸している食品卸売業の蕗居数は、 1988年で

約g万6000庖に達している。小売商f苫数の多数性等を反映し、人口当たり卸売
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商庖数も諸外自に比べて極めて多くなっている o

食品卸売業は統計上大きく、 f農畜産物・水産物卸売業jと「食料・飲料卸売

業Jとに分かれ、前者には主として生鮮食品を扱う卸売業が含まれ、後者は加

工食品を扱う卸売業で構成されているo

その構造特性を従業員数規模号IJの語庖数分布でみると、農畜産物・水産物卸

売業、食料・飲料卸売業ともに、従業員10人未満の中小西吉が約7害IJを占め、そ

の小規模零細性がうかがえるa 従業員数規模別の販売額分布でみると、従業員

10人未満クラスは、農畜産物・水産物卸売業で、約l割5分弱、食料・飲料卸売

業で約2害IJを占めており、全体的にみると、食料・飲料卸売業よりも農畜産物・

水産物卸売業の方が生産・出詩単往の大型化・組織化等を反映して従業員数民

階層の上位に集中的であるといえるo

なお、その経営形態をみると、個人商居が4iMIjないしはその近くを占め、従業

員を雇っていない家族経営が2割程度を占めている。いずれも、砲の分野の卸売

業よりその比重が大きく、桔対的に高い生業性がうかがえる。食品卸売業のこ

のような生業牲は、既に述べた金品小売業の生業性に対応している。

食品卸売業の業種構或をみると、 f野菜却売業」、「果実卸売業」、「食肉却売業」、

「生鮮魚介卸売業Jといった生鮮食品を扱う卸売業の蕗活数が多いc これらの多

くは、卸売市場において主に集荷機能を担う卸売業者ないし評価・販売機能を

担う仲卸業者として桂置づけられている。現在、生鮮金品の大宗は中央市場を

中核とした卸売市場を経由しており、この意味で、卸売市場は生鮮食品流通の

「社会的メインシステム」と位置づけられ、こうした卸売市場の存在それ自体が

卸売業の特色を強く規定している。例えば、生鮮食品を扱う卸売業の中でも、「生

鮮魚介卸売業jの商1b数が最も多いD これは、水産物流通においては消費市場

の位に産地市場が形成されておち、卸売過程が、より多段階になっていること

による o

3. 流遇措造のダイナミックな変化

(1)規模構造等の変化

食品流通においては、新規参入が比較的容易な産業として従来から、かなり
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の規模で参入退出の新18入れ替わりが生じているが、近年とくに退出庖舗数が

参入居舗数を上回る状況となっている。その結果として総数は減少傾向に転じ、

この額向はとくに中小小売自で著しくなっている。

また、既に指擁したように従来おおむね徒歩題内限りの商圏が成立していた

が、モータリゼーションの発達や郊外型大規模ショッピングセンターの増加の

もとで商圏が拡がり、商業集積認の競合が激化している。

(2)業態構造の変化

高業統計表品目編から「各種食料品小売業jにおける主要業種品目の市場占

有率を算出し、その推移をみると、すべての品呂について、その市場占有率が

高くなっている。この点から見て、食品小売屈においては、スーパ一、 cvs等
の“多品目小売形態"の拡大が一つの基調になっていることがわかるo しかし、

その一方で、ベーカリーに代表される「パン製造小売J、調理食品のテイクアウ

ト販売を行う「料理品小売業jなど差別化された小売サービス技術を有する小

売業態の当該品自に対する専業北率も高まっており、その結果、 f総合化Jと「専

門化Jの二極化構造の深化が進行している。

(3)卸の役割の変化と機能分担関係の変化

欧米の食品流通が、小売・メーカー主導型で卸売等中間流通を排除する形で

発達してきたのに対し、我が国の場合、需給説整、信用保障等で大きな役割を

果たしてきた訟統的流通機構(含、卸売市場)がその核の部分を残したまま活-

用される形で推移してきている。しかも、近年、多品種少量流通が拡大する中

で消費・生産再サイドの“詰報の束"が集積する卸売部門の戦略上の重要性が

改めて認識(再発見)されつつあるo こうした状況下、却売機能〈卸売業では

ない)を巡る川上・)11下からの争奪戦が強まってきており、この結果、食品読

通各部門の機能分担は大きく変化している。
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4. 食品流通の効率性

(1)労働生産性

流通の効率性を混ぜる指標の一つに労動生産性がある D 我が国の食品小売業の

1人当たり販売額 (Output/lnput)をみると 1200万円となり諸外国(米国:

2600万円〉と比べてもかなり低いものとなっている。(1$ = 227丹 1980年)

ただし、こうした比較が可能となる前提としては厳密には⑦品揃え、小分け、

配送等の諸サービスが一定、③独占的価格設定が行われていない(完全競争)@

当該流通部門以外の者の量献〈広告等〉が排除されている等の各種条件が満た

されていることが必要である c しかしながら、もちろん現実にはそのような可

能性は存在しない。労動生産性を測定する場合にはこうした問題点に留志する

必要があるが、このような限界を踏まえた上で卸の従業員数規模別労働生産性

を比較してみると、個人経営卸の生産性向上の遅れに比してシステム化の進ん

だ法人卸の生産性が相対的に上昇している事実を認めることができる(図1)。

(2)多段階性とW/R比率

流通の効率化を評価する場合、国際的にも比較的よく利用されるものにW/

R (W:卸の総販売額/R:小売の総販売額)比率があるo

W/R比率のwは卸-卸間取引を経由する毎に増大する。従って、 W/R比
率が大きい程、卸売の段階数(卸-卸器取引の経由数〉が多くなっていること

が推察できる。

表5、表6にみるように、我が国食品流通のW/R比率は、諸外国に比べて高

く、かっ、ほぼ一定の辻率で推移している o

ただし、実際のW/R比率には商業統計の性務上、次の様な問題が存在して

いるo

①W/R比率のうち、 W(却の総販売額)については、所有権移転を前提と

した数値を利用すべきであるが、実擦には、「商業統計表jが事業所単位統計で

あることから、本支居間移動がカウントされているo したがってより現実に接

近するためには、これを控除する必要がある o Cf商業統計表jの経路別統計結

で時系列的にみると本支広間移動が増加しているので、修正したWはやや小さ
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くなるものと推測される)。

②W/R比率のうち、 Rについては、小売業販売額のみであり、外食産業、輸

出等の販売額がカウントされていないが卸の販売先が小売だけではないことを

考えれば、簸密にはこれを加える必要がある o (近年の外食産業の成長等から、

修正した設はやや大きくなるものと推測される〉。

このため、適切な修正を加えたW/R比率を作成することが必要となるが「商

業統計表jの限界もあり、実擦にはこれが不可能である。このため、一次接近

として法人経営に認定されたデーターを作成すると表8のようになり、 W/R比

率自体抵く、かっ時系列的にはほとんど上昇していないという結果を得るG

(3)迂田度とμ=w/W比率

流通段階が多段階であるかどうかはW/豆比率で一定の説明が可能であるが、

その迂回度について拡都総販売額 (W)，こ占める卸売迂回販売額 (w) (卸売の

販売先が卸売業者である場合の計〕の辻率〈μ=w/W)を検討することが高

効であるo これでみると、食品流通のμは流通全捧のμより大きくその迂回性

は高いことがわかる。しかし食品流通のμ値は近年減少に転じており、 1次卸か

ら小売へのダイレクトな流通が拡大するなどの、構造変化の兆しを読み取るこ

とができる。

なお、このμと先のW/R比率の関係は、式の定義からW/R= 1/ (1-μ) 

となるo しかし、この関係は自由度=0の線形関係であるので、 μが減少してW

/R比率が変化しないという結果は一見矛居しているかのようにみえる。これは、

小売業のマージンを無視した定義自体の欠陥であり、より現実に接近するため

には小売業のマージン (r)を算入する必要があるo これによれば、 W/R=1 

/ (1-μ) (1 + r)となる。これより、 μが減少しでもW/Rが変化しない場

合にはrは減少する。これは、 1980年代前半に小売業の収益率が大きく減少し

た事実と合致するo こうした点を考嘉すれば、流通段階数は、基本としては減

少傾向にあるものとみられる o

なお、図2は小売のマージンが散乱要因として存在するW/R比率の恕界を

克服するため、卸から小売への総販売額と、同じく小売への迂回販売額との比
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率をみたもので£るo

(4)多段階性と効率性

以上、 (2)--(3)の検討の結果、我が国食品流通の迂由度や流通設階数iこは

やや低下の兆しがあることが明らかになったが、諸外国との比較においてその

多段階性の特色は依然として解泊したとはいえない9 我が国食品流通(卸売)業

におけるこうした多段階性は、消費者の「多頻度・少量買い」等に対応すべく

広範に分布している多数の小売庄舗に、鮮度が重視される食品を社会的ロスを

最小限にしつつ頻繁かっ効率的に供給する必要上、多段階にわたる“リスク分

散"と“卸売間の機能分担"が不可欠であったことによるものとみられるo こ

のことについては、我が国の卸売機関が諸外国にみられるように単なる商取引

機能のみを担うペーパーブローカーではなく、取引に伴う決済、物流、品揃え

(含、流通加工)機能など多様で高変な機能の発揮が求められてきたことや、主[1

と仲卸の機能分担を前提とした卸売市場システムがその社会的有効性を求めて

人為的に形成されてきたことにも留意する必要がある。

なお、小売の多数性のもとでこうした多数の却が存在する必要性は、「取引単

位最少イヒの原則Jが教えるところである。すなわち、小売とメーカーが直接取

引するよりも、両者の拐に主flが存在すれば取引のネットワーク数や取引費用を

社会的に節減することが出来、トータルとしての効率が得られることになる。

しかし、この原員IJからは、卸が存在することの合理性は説明できても、どの

程度の卸が存在するべきかの問には答えられない。どの程度の卸が必要である

かは、 f小売の数や業態の多義性jあるいは「卸の取引管理能力の限界j等、主

に小売との関係に大きく規定されているものとみられる。

ここで、卸の活舗数と小売j吉野j数の比率をとると、国際的にほぼ間程度の比

率となり、消費構造等の特性を反映した、小売の多数性を前提とすれば、卸の

j吉舗数を独立に引き出して過多であるとの結論は得られない(表7)0

(5)マージン率

流通の効率性を検討する場合、流通マージン率(小売、却の1次的取分〉の検
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討も避けて通れない。図3は流通マージンの特徴をみるため小売価格とマージン

率の変化を時系列的にみると、価格の変動に対して一定の「マージン額jを確

保しようとする傾向から価格が低迷した場合生産者サイドにしわょせがくると

いう基本的特性が存在しており、マージン率それ自体は年々大きく変動してい

る。従って、マージン率の菌際比較をみるにはその比較年次にも十分注意をす

る必要がある。こうした点に配慮し、ほぼ同様な食品について日米のマージン

率を比較すると国土条件の差から米国の運送コストがやや高いのを除けばマー

ジン率はほぼ同程度となっている〈表的 o

このようにマージン率をみる限り、必ずしも我が留の流通の効率が諸外国と

比べて相対的に劣っているとの結論は得られない。

ただし、マージン率が同程度でも、小売揺さ各に差があれば、マージン額は異

なることに注意する必要がある。このため、次に諸外国との小売価格の差、即

ち内外部格差を検討する必要がある。

(6)内外価格差

内外食品価格を比較する方法としては、①品目別の単純な比較、② f購買力

平価Jによる辻較、③「労働時間」による比較、等の方法がある o

まず、①による比較を行えば¥内外部五格差が顕著にでるが、これについては、

食生活パターンの相違や食料品の品質格差、購買単位の差等により、他国と同

一条件での比較は困難であるといった問題がある〈表的。

これに対して②は、①で問題となる内外の食生活パターンの相違に起関する

誤差を解消するため、ある一定の財・サービスの組み合わせ(バスケット〉に

統ーして比較する試みである G 購買力平備により内外価格差を測定しでも①と

同様その差が存在するとの結論を得るが(表10)、購買力平価についてはそれ自

体、為替レートの関数としての自己矛盾からのがれない也、カバーするべき商

品選択の偏り(一般的に欧米中心の選択となりやすい)や、カバレッジ〈食品

で3割未満)の低さ、などの問題を抱えている(表 11)。

一方、③は②で問題となる為菩レートの影響を排除しようとする一つの試みで

ある。これによれば、採用する労働時間の測定等に問題があるものの、①、②
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と異なり、内外の差はそれほと、存在しないとの結論が得られる(表12)0

以上、結論から言えば、いずれの測定方法にも限界が存在しており、現在の

分析手法では内外伍格差が存在するともしないとも断定できない。

いわゆる内外価格差の“実状"は以上のとおりであるが、内外価格差の“原

因"を考えるには、やや基本に立ち返ってみる必要がある G 例えば、完全競争

の世界経済モデんの中で当該商品が f純粋な貿易財jであれば、内外価格差は

限りなく Gに収数することは理論経済学の提供する基本メッセージの1つである。

ここで純粋な貿易財とは、①物理的(流通技術)制限がない。②制度的(公的

規制等)制恕がない。③流通構造が相等しい(流通段階で使用される非貿易協

の利用条件が同一〉などである o

しかしながら、現実の経済の中ではもちろんこうした純粋な貿易取は存在し

ない。食品の場合、ジャーナリスティックな意味合いもあり、②の公的規制、と

りわけ農産物む倍格支持制度等が問題視されてきた。実際、パン 1っとってみて

もわかるとおり、舎の問題をはるかに超えて、鮮度保持の関{系で、@が制約的

条件となっている。さらに、それ以上に流通で科用される非貿易財の利用条件

が異なっているc

ここで、非貿易財の利用条件が異なる場合とは、例えば、土地代(テナント

氏)、公益コスト、労賃その他の流通に利用される財の価格が国によって異なっ

ている場合である(表13--15)。

実際のところ、食品流通にとって与件であるこうした諸コストが諸外国と比

べきわめて高く、たとえ内外価格差が存在し、その結果として流通のマージン

額が高いとしてもそのすべてを食品流通の責に掃すこと誌できな ~'o

(7)流通選別性

食品流通一般に効率上問題がないとしても、輪入食品流通が国産食品流通と

は異なったチャンネんを利用せざるを得ないとすれば問題が残ることになる。こ

れについては、密4のように輪入品について斡入業者が介在することを除けば両

者の流通段階数、マージン率とも迂ぼ同程度であり、両者に明確な差は存在し

ていない。
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(8)流通効果(パフォーマンス)

以上(1)-(5)で主に流通の効率、コスト(費用〉語に重点を置いた検討を

行ってきたが流通を評価する基準としてはパフォーマンス(効果)にも注目す

る必要がある。

小売業におけるパフォーマンスとしては①高品サービスの内容充実や快適な

買物空間の提供といった“機能面での充実"の他②多様な高品の品描えを前提

とした多様な商品の選択可能性、あるいは又、多様な業態の存在を語提とした

商品の選択可能性(同ーの商品についても営業時間帯、取扱商品の悟格帯、包

装・配達等のサービス等について多様な商屈が多数存在する)といった“選択

自由度の高さ"を揚げることができる。

特に②の後者の“商庖の選択自由度"はこれまで比較的軽視されてきた視点

であるが、翼物における地理的、時間的便利註は小売成果の重要なファクター

(低所得者、老人、身体障害者等の社会的弱者にとって不可欠)で£ることから

みれば、我が国食品涜通の多数性はこの観点からも再評伍される必要がある c

5. 食品流通の高慣行

我が国食品流通は、取引の継続性・反復性や安定性を重視しており、 f市場」

的取引のなかに「組織j的取引が組み込まれた取引形態が一般化しているo そ

して、取引の継続により形成される相互理解や取引上のノウハウの蓄積を前提

に「不確実性jの解消を留り、「長期的にトータルとしての利益の最大化Jを図

る“意志決定の共同化"が追求されてきた。そして、この場合、薮密な契約書

は作成されず、“この部分で損をしても、他の部分で得をする"といった器機応

変の対応(最適なリスクシェアリングのんールイりが図られている。生活必需

品的性格が強い食品の場合、たとえ需給逼迫が生乙ても、一定の範囲内で安定

供給を保証するこのシステムの存在意義は大きなものがあるo この意味で、我

が冨食品流通取引システムは、ファジー(あいまいさ)の中にトータルとして

の勢率性と有効性が貫かれる、合理的なシステムとして形成されてきたといえ

るし、その商慣行は従来言われてきたように単に壁史的、文化的に形成されて
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きたものというよりは、むしろ経済的合理性、あるい誌社会的有効性を求めて

形成されてきたものであるといえる。なお、一日に商慣行といっても呉体的iこ

は返品、系列化等多様な形態の商慣行が存在している o

(1)返品

食品の中でも加工食品の一部に返品制が存在する。返品制が生まれた背景と

しては、メーカーの売込が需要を超えて行われたことや消費者市場の需給に対

して小売の販売力が不ト分であったこと等、メーカーと小売の各々複雑な事f古

によるものである。

こうした返品制については、①錨格の下方硬直性②返品を受ける事業者の不

利益の発生、等の問題点を有しているものの、

①需給諒整の円滑化(需要と供給の迅速かっ的確なマッチング)

②非ブランド21の市場へのアクセスの容易化などのメリットを有しており、そ

の是非に関する判薪は容易ではない。

(2) リベート

我が国のリベートは、金銭支払における“時差"の問題を別にすれば、米国

のアローワンスに近い概念であるが、メーカ一等から荷活等へその販売額の多

寡に応じて支払われる(累進リベート)とか、メーカ一等の販売に対する商活

等の協力安合に応じて支払われる(忠誠疫リベート)等、多様な形態が存在し

ているG こうしたリベートの種類、方法のいかんによってはメーカーによる流

通業の系列化を促し、また建値flllJと紹まって消費者価格の硬直化をもたらす可

能性があることや、更にしばしば支払基準が不明薙であり、リベート体系が複

雑である等の問題がある o

(3)流通系列化

食品流通の場合、加工食品流通を中心として、取引の継続性の観点から 13

約百"という形で一定の系列は存在しているものの、家電等他の商品流通に比

べその系列性は弱く、排地的なものになっておちず、きわめて柔軟度のおいシ
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ステムとなっている。ただし、返品、リベートなどの掴々の茜f雲行が“複合化"

すると、結果としてかなり強力な子流通系列化jが成立することになるo

以上、我が冨食品流通の商慣行は、各々問題を含みつつもそれなちの合理性

をもって形成されてきたものであるが、その合理性は、あくまでもクローズし

た国内経済上のものであり、経済冨際仕の進震のもとでは、よりオープンで、国

諜経済における合理性を有して{自国にも理解しうる“明示的な流通システム"へ

と転換することが求められるa

6. 食品涜通の機能・役割と今後の方向

(1)機能・役割

流通の機能について誌従来、頭取引機能、物的流通機能、情報機能などとい

ったレベルで記述される場合が多いが、よりベーシックな機能は「消費jと「生

産jを社会的にマッチングさせることにあるo ここでの需給マッチングとは、内

容的に誌治費者ニーズの変化に対応し、様々な[持、サービスを意識的に関連づ、

けて固有の消費バスケットを形成する行為を指す。食品の場合、膨大な種類の

単品が最終的iこ“料理"という形で組み合わされるため、その組み合わせを的

確にサポートする食品流通業の役割はi極めて高いものとなるo

特に、供給過剰基調を強めつつある現代の食品流通の場合、食品流通が生活

者のアソートメント〈財・サーどスの最適な組み合わせ)形成をサポートして

いくために、)11下主導型の需給マッチング過程が極めて重要なものとなってい

るo 実際のところ、例えば、小売業については、財・サービスの最適な組み合

わせを図るためオーダーメイド型商品の提供や多頻度配送等J11上に対する要求

を一層強めつつある一方、生鮮流通の社会的なメインシステムに位墨付けられ

ている卸売市場については、従来の受動的な倍格形成機能のみならず、)11下の

要求に応えうる最適な商品の品捕えやそのための物流形態転換機能等が一層重

要設されつつある色

こうした意味で現代の食品流通に求められる基本的機能はつ1I下(消費者)の

変化に積極的に対応するアソートメント形成機能"と言い換えることもできる。
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近年、食品の消費において個性化、多様化がますます進む方向にあるが、この

ことは、食に対する治費者アソートメントが個々人のライフスタイルやTPOの

違いにより、ますます多様化していくであろうことを意味する。この結果、流

通過程のアソートメント形成プョセスはますます複雑化していく。しかも、こ

のような複雑北は需給不適合に採る社会的ロスの発生等を通じて流通コストを

上昇させる可能性も内包している。このような状況を打開するため、複雑化す

るプ百セスを効率的に処理しうるようなアソートメントJf;成機能の“高度化"が

強く求められるc

その方法の一つは、小売、部、メーカー・生産サイドがノウハウをネットワー

ク的;こ共有して最適な機能分担関孫を確立し、整合的に連動していくことによ

り消費者アソートメントに適応していくための“組織的対応"であり、今一つ

は、情報・物流技術の有効活用により、いわば、「範囲の経済性J(Scope Merit) 

を追求する“技街的対応"である。

(2)食品流通の今後の方向

我が国食品流通の構造は、水平的には、機構、業態の著しい多様性とJL.がり

を、垂直的には規模の大小と柔軟な取引関係という階題性を持つ中iこ、卸売市

場等の中間流通機講が効果的にどルトインされているという、轍密で有機的な

立体構造を有している。従来、規模の経済性を追求して、小売部門を起点とす

る構造変化が生じていたが、供給過剰が基調となった現在の金品流通において

は、消費水準の質的変化に柔軟に対応するために生販〈生産一販売〉三層(メー

カ一、卸、小売)といった縦の連携や同業種の横断的な横の連携、さらには、児

業種(物流業務)との関誌が強化される方向での構造変化が生じており、これ

は、情報、物流等のハードウェアむ発達と導入;こ伴い今後とも一層加速されて

いくものとみられる。

こうした中で、今後とも最も大きく変化するのは消費者に直面している小完

部門であろうことに変わりはないが、一方で、より大きな再編を迫られるのは、

その機能の見蓋しがますます強くせまられつつある卸売部門(合、卸売市場)に

なるものとみられる。
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表1 食料供給システムを構成する各器門の震模(国内総生産ベース)

単{立:兆円

全体 食品

1910年 '15年 '80年 '85年 1970年 '15年 '80年 '85年

農林
3. 7 6.8 7.2 9.6 

水産業

製造業 24. 7 41. 2 66.8 89.1 2. 6 4. 2 7. 5 10. 7 
「ーーーー『ーー邑ーーー ーーーーーーーー ーーーーーーーー ーーーーー曲直ー ー司ー骨量ーーー ーーーーーーー司F ーーーーーーー- 官ーーーーーー喧 ーーーーー--ー=

9 跨売・t 

9. 1 20. 1 34.3 38.9 2.5 5.2 9.5 12.0 ' 小売業1 。
，..----ーーーーーーー ーーーーーーーー ーーーーーーーー ーーーー苧ーーー ーーーーーーーー ーーーーーーーー ーーーーーーーー ーーー『ーーーー ーーーーーーーー，

生鮮卸
0.8 1.6 3.9 4.8 i ・4、売業

加工食品
1.7 3.6 5.6 7. 2 

卸小売業

外食産業 1.0 3. 5 5. 3 7. 4 1.0 3.5 5. 3 7. 4 

盟内総生産計 72. 8 148.2 239.9 315.8 9. 8 19.8 29. 4 39. 7 

一一
資料:総務庁他 10省庁「産業関連表J(1970、75、郎、 85年)より作成。
注) 業種別の分類であり、農林本産業部分iこは非食料を含む。



主E

7七三己2 

業

7て士E2 

業

我が国における食品涜通システムiこ関する基本分析 (143) 

表2 食品流通業の地盤

庖舗数(千百) 従業員数〈万人) 販売額(兆円)

1968年 1985年 1968年 1985年 1968年 1985年

合計 (A) 240 413 270 400 63 428 

うち食品 (B) 63 93 53 88 11 88 
r-ーーーーーーー--ーーー'ー『申 ーーーーーーーーー ーーーーーー-ーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー，

: うち加工 (C) 37 54 33 50 5 35 
「ーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーー一ー田 ー』ーーーーーーー ーーーーーーーーー ーーー---世ー早 ー-----ーーー ーー-ー一ー一一一・

: うち生鮮 (D) 26 39 20 38 6 53 
2 

比 (B) / (A) 26覧 23完 20完 22覧 18完 21完

率 (D) / (C) 41完 42完 38完 43完 55完 60完

合許 (E) 1. 432 1. 629 465 633 17 102 

うち食品 (F) 709 671 182 235 5 32 
「ーーーー-ーーーーーーーーーーー ーーーーーー・ー苧' ーーーーーーーーー ー司ーーーーーーー ------ーーー ーーーーーー苧亭早 -.邑ー苧早ーー一一-

: うち加工 (G) 552 537 139 196 4 27 
「ーーーーーーーー?ーー一一ーーー ーーーーーーーーー ー-司キー+ーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー - -ーーーーーーー・

: うち生鮮 (H) 157 134 43 39 5 
B 

比 (め/(E) 50完 41完 39完 37% 29完 31覧

率 (H) / (G) 22完 20主 24完 17完 20完 16完

資料:通商産業省「萌業統計表J

注) 1.従業員数は6丹1日現在

2.食品卸とは、食料・飲料却と農産物・水産物却の合計。

食品小売とは、飲食長品小売で生鮮を含む。

表3 11¥亮棄の従業者規模別商高数一自末比較- (1982年〉

日 本 米 国

i寄宿数(千底) 構成比(%) 題庖数(千庖) 構成比(%)

食品小売業 616.0 100.0 241. 7 100.0 

1入--2人 399. 7 65.0 62. 1 25. 7 

3人--4入 135.8 22.0 47.6 19. 7 

5人以上~ 80.5 13.0 132.0 54. 6 

食品小売業比率 35.8完 16.0完

資料:臼本は「窃業統計表J.米国は rCensusOf Retail τradeJ 
米国は'82年修正値 ('85年作成〉。
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表4 食品小亮定数の冨欝比較

8 (' 82) 米('82) 

小売庖数〈千屈) 1， 721. 5 1. 508. 8 

食品小売底数〔千詰) 616.0 241. 7 
(構成比)% (35.8) (16. 0) 

人口 1万人当たりの
52.6 10.4 

食品小売吉数

面穫100krrf当たりの
163.0 2.5 

金品小売自数

資料:日「商業統計表J('82)、仏fINSEEJ('82) 
来日ensusof哀etailτradeJ('82) 

英「豆etailingBusiness Monitor J ('82) 

米国は'82年修正値 ('85年作成〉。

芙('82) 

343.1 

114.8 
(33.5) 

19. 7 

47.0 

菌 1 器売業の高庄数講成比と一人当たり販売額

イム (' 82) 

472.0 

160.4 
(34. 0) 

29. 4 

29.1 

(1976年→1985年)

'85年

本・支詰

単独居(法人〉

f 年

悟入荷活
'85年

'76年
' 30 40 50% 

高定数 a 構成上と

注) 本・支吉とは支誌を持つ企業の本庄及び支底の数の合計である。



我が国における食品読通システムに関する基本分析 (145) 

表5 主要匿のW/R比率

日('82) 米('82) イム('82) 

流通全体 4.24 1. 87 

食 仁主 2. 77 1. 12 0.80 ロロ

家 ~ 1. 54 1. 51 

衣 車ヰ cl 2. 10 1. 20 ロロ

家 -弓F三ラ 2.48 4.98 2.83 

資料:日「脅業統計表J('82) 

米 rCensusof Wholesale TradeJ ('82) 

イム fEnquete Annuelle d'Entrepeise dansle CommerceJ 

注) W/R比率とは、卸売業の販売額を小売業の販売額で除したもの。

表6W/汽比率、 Wa/Ra比率、 w/W比率の比較

W/R比率 Wa/Ra比率
w/W比率

(μ) 

1974年 2. 44 1. 94 O. 46 

76年 2. 67 2. 04 O. 46 

79年 2. 67 2.08 O. 48 

82年 2. 77 2. 04 O. 47 

85年 2. 77 2. 02 O. 46 

資料:f題業統計表J

注) Wは卸売業(食料・飲料、農畜水産物〉の販売額計。

Rは飲食料品小売業の販売額計。

Wa は卸売業〈向上)の〈販売額計一企業内取引額~D。

Ra'ま部売業(向上)の販売客員計のうち、小売業、産業詑用者、国外、

泊費者向け取引計。

(Wa、Raは、法人経営商詰だけに絞った1次近{以データー)

w は卸一割問の販売額計。
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毘2 卸売業の流通段措}Jfjの販売額構成

小売業者

ー

次

訴

ー

次

卸

2
次

卸

産業用使用者

注〉卸売業のうち、

法人商庖のみ。

また、鰐売業に

は、 l次卸・2次
節以外iこ、 fその
f也の卸」がある。国 外

1次卸直接:最終釦

1 972年

74年

79年

85年

1.00:0.95 

1.00:1.06 

1.00:1.29 

1.00:1.17 

資料:通商産業省「薦業統計表jより作成

注) 1次卸直接=①÷③÷⑤， 最終部=争÷④+@

表7 小売1I吉当たり卸売窟数

日('82) 米('82) 英('82) 

小売11苫当たり 全小売業 O. 25 0.22 0.28 

卸売活数 食品小売業 O. 15 O. 22 

資事4:日本は f商業統計表j、米国は fCensusof Retail TradeJ 
英は fRetailingBusiness Monitor J ('82) 

米国は'82年諺正値 ('85年作成)である。
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マージン率と小売癌格の関鐸[8]3 

マージン率(トマト)1975年"-'. 86年

E 小売

86年

E卸マージン

84 85 
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表8 涜通マージン率

(日本〉 単位%

生産者出詩価諮 卸・小売マージン
[:l 目ロロ

生産き受童話語 出高経費 言十 卸マージン 小売マージン 計

霊
レ タ ス 11. 1 37.2 48.3 4.5 47. 2 51. 7 
fこ ま ね ぎ 32.1 26.0 58. 1 5.4 36.5 41. 9 

果実 み か ん 42.3 12.6 54.9 11. 8 33.3 45. 1 

食肉 豚 肉 59.4 8. 1 67.5 3. 7 28.8 32.5 

加 ナチュラルチーズ 65.2 10.2 24.6 34.8 
工
ク キ 一 70.0 10.0 20.0 30.0 

金
ツ

[:l 食 用 油 80.0 5.2 14.8 20.0 ロロ

〈米国〉 単位:%

野菜

果実

食肉

き自
工
食
口口

ロ仁ロ2 日
生産者出誇価格

生産者受重量語 出荷経費

部・小売マージン

言十 主Pマ-:J') 小売子力 計

レ タ ス 9.6 36.9 46.5 6.6 46.9 53.5 
た ま ね ぎ 30.0 6.0 36.0 64.0 

オ レ / ン 19. 7 31. 1 50.8 6. 6 42.6 49.2 

豚 肉 45.4 22.5 67.9 8. 9 23. 2 32. 1 

牛 手L 74.6 13.5 11. 9 25.4 
J、 タ 一 80.8 3.6 15.6 19.2 

資料 t統計情報部「青果物読通段構}JIJ語格形成追跡語査報告J

農林水産省「輸入食料品流通実態調査結果J(1985年11月〉

USDA fDevelopment in Farm to Retail Price Spewds for Food 

ProductsJ (1984年〉、 USDAfNational Food Review J (1984年)

注) 野菜、果物は1986年、金肉、加工食品、日用品は1984年調査〈日本)。

たまねぎは1983年、その抱はすべて1980年〈米自〉。
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我が国における食品流通システムに関する基本分析 (149) 

表9 小売癌格の国際比較

(東京=100) 

ニューヨーク ハンブルグ ロンドン ノ、。 リ

項目 単{立
東京
換算 換算 換算 換算

(丹) 価格
倍格
僑格
価格
部格
価格
価格
価格

〈円〉 比 (円) 比 〈円) 比 (円〉 比

金 J、a 
./ 1kg 371 293 79 351 95 238 64 282 76 

Zド 肉 100g 354 141 40 183 52 252 71 190 54 

ソーセージ 100g 141 133 94 127 90 131 93 88 62 

たまねぎ 1kg 144 104 72 159 110 231 160 158 110 
品、

食

轄 lkg 257 158 61 156 61 148 58 153 60 

用 油 700g 341 279 82 298 87 352 103 202 59 

注) 1.東京の小売錨格は総務庁統計局「小売物錨統計調査j、その他の都市につい

ては世界主要都市の小売価格調査〈食料品は、日本実易振興会調査(当該都

市のスーパーマーケットにおける事例詞査〉、その地の品目は経済企画庁委

託調査(日本貿易張興会調べ〉による。

2.調査時点は、 1987年10月である。円換算は調査時点、の各留のレートによる。

3.品質、規誌等が必ずしも一致しないこと、サンプル数が臨られていること

などかち単純比較はできない。

表 10 日本一欧米主要国間の費目耳目の消費議員力平笹と物価水準 (OECD試算〉

E本一米国 日本一西独 自本一英国 日本一仏国

消費購 米屋= 消費講 西独= 消費購 英国= 消費購 仏国=

買力平 100とした 買力平 100tしと 実力平 100H士買力平 100とした
個 日本の 錨 E本の 価 日本の {匝 自本の
円IF1~ 物価水 円/マJ~ク 物価水 円/むF物価水 円17うY物縞水
準 準 準 準

民間最終消費支出 218 91 84.8 104 369 121 29.0 109 

食料・たばこ 294 123 124.6 153 480 157 41.5 156 

衣組・履物 238 100 91.5 113 434 147 29.4 111 

交通・通信 280 117 81.2 100 292 95 25.2 95 

レクリエーション教青 291 122 99.0 122 408 133 30.5 115 

注) 1. Supplement to the 1987 edition of “National Accoun ts 

Volume 1 "OECDによる。

2.物極水準は消費購買力平価を為替レートで除して算出したもの。
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3. PPP (購買力平価) = j {PPP (A) x PPP (B') } 

エ(PAixWAi)" I(PAixWBi) 
I(PBixWAi) .， I(PBixWBi) 

PPP(A)はA留のCPIウェイトベースでA、B両冨通貨の交換レートを

算出、 PPP(B')は同様にB国ベースで算出し、その逆数を算出し、 PPP

〈購買力平価〉は需者の幾何平均。

PAi， PBiは対象品目の錨語、 WAiWBiは対象品目のCPIウェイ卜。

表 11 OECD試算による品目数及びカバレッジ

OECD試算

品目数 カノ〈レッジ % 

食 料 67 29 

全 体 174 48 

注〉品自数及びカバレッジは総務庁 f消費者物価指数J(1985年基
準〉に基づくものである。

表12 一人当たり食料費支出(年間)ぬために要する労働時間の

各匡比較〈試算) 単位:時間

1975年 1980年 1984年

アメリカ 181. 6 181. 7 167.0 

(240.4) (246.9) (231. 0) 

日 本 207.9 194.5 188.4 

(255. 1) (246.6) (248. 9) 

西ドイツ

(248.3) (242.2) (239. 5) 

イギリス 211. 9 209.9 191. 5 

(315.8) (324.4) (306.6) 

イタリア 286.2 243.2 253.9 

(347.4) (302.2) (325. 4) 

資料 ILOrYear Book of Labour StatisticJ 

OECD rNational AccountsJ 

労母省 f毎月勤労統計調査年報J
日本銀行「外国経誇統計年報j

注) L食料費には欽料、タバコを含み、外食費を含まない。
2. ( )内の数字は外食費を含んだ金料費である。



我が匿における金品流通システムに関する基本分析 (151) 

表 13 公共料金等の国襟比較伊i

仁I
目 単 {立 東京(丹) ニューヨーク〈円)ロ口

電気料金 200kwh/月 4.863 3. 711 

ガス料金 35万kcal/丹 4， 714 2. 105 

水道料金 30m
3
/丹 3， 735 1. 485 

注) 1.東京の公共料金等は総務庁統計局「小売物語統計調査J、ニューヨーク
は、経済企画庁調査による。

2.語査時点は、金料品が 1987年 10丹、その{也の品目は 1988年 1月であ

る。

3.円換算は、調査時点の対米ドル円レートを用いた。

表 14 蕎葉地地価の冨際比較 (1985年〉
(1ぱ竺たり)

東京 ニューヨーク フランクフjレト

現地通貨 現地通貨 換算縞格 現地通貨 換算結格

7，632.000円 26.900ドル 6.417，000円 3. 200マルク 267. 000円

資料:経済企画庁調べ

注) ニューヨークは、日本不動産研究所調べ、その他は、不動産鑑定協会f1984

年国際地価調査jより作成。ただし、フランクフルトは 1984年の資料で

ある。

表 15 B本の卸売業、小売業、外食産業の賃金格差 (1987年〉

1時期当たり 日本 アメリカ

平均賃金 円 指数 円 指数

卸売業 し727 100 1. 387 80. 3 

小売業 1， 372 100 884 64. 4 

外食産業 1， 111 100 639 57. 5 

資料: 日本は労働省「賃金鵠造基本調査j

米冨iま米毘労揚省 iEmploymentand Earnings， monthly J 

注) 1987年の平均為替レート 1ドル=144.6丹で換算した。
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図4 輪入品と冨産品の流通マージン及び流通段語教の比較〈事柄〉

EF¥とと± 10 20 30 40 50 60 70 
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I:U:l 

挑缶詰

ポーク

ランチョンミート

差別 ナチュラル 広雪商品 チーズ

資料:農林水産省 f輪入食料品等流通実態調査結果J(1985年 11月〉
注〉各品目とも、 OEPは輸入品、( )印は国産・品、数字i主流通段階数。

% 


